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長期的に目指す姿長期的に目指す姿

2030年のありたい姿

ｏ 2015年４月に策定した中期経営方針において、2030年のありたい姿として「『日本一のエネルギーサービ

ス』を提供する企業グループ」を掲げ、グループ一体となって事業活動に取り組み、持続的な企業価値の

向上を目指している

ｏ競争環境をポジティブに捉えるチャレンジ意欲の高い従業員の集団をつくる

ｏグループ内のコミュニケーションを活性化させ、日本一活力があり結束力のある企業

グループを目指す

組織力組織力

ｏ各分野で培ってきた強みを活用・伸張し、この分野においては日本一と自負できる技

術力を身に付ける(発電所の運転、地熱開発、非常災害対応等)

ｏ日々の絶え間ない業務改善・改革により、日本一の生産性を目指す

競争力競争力

ｏ電気だけでなくガス等を含めたサービスの多様化、他社のどこにも負けないお客さま

本位、スピード経営の実践により、お客さま満足度日本一を目指す
サービス力
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補足資料補足資料 ありたい姿に向けた３つの戦略の柱ありたい姿に向けた３つの戦略の柱

※1 各プロジェクトの発電設備出力に、当社グループの出資比率を乗じたもの
※2 [内訳] 国内外で、地熱＋80万kW、水力＋20万kW、風力＋110万kW、その他＋40万kW
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重点的な取組み

ｏ 長期的に目指す姿の達成に向けて、足元５か年における重点的な取組みを設定

Ⅰ 九州のお客さまのエネルギーに関する様々な思いにお応えする

①「多様なエネルギーサービス」の提供による九電ファンの拡大

ｏお客さまの生活に密着したサービス（一般家庭お客さま）
ｏガス事業 など

② 電源の競争力と燃料調達力の強化

ｏ原子力については、福島第一のような事故は決して起こさないという固い決意のもと、安全性・
信頼性の向上に継続的に取り組み、エネルギーセキュリティ、地球温暖化防止、経済的な電力供
給に有効な電源として活用する など

③ 送配電ネットワーク技術の向上と活用

ｏ透明かつ中立的な事業運営のもと、ネットワーク強化を進める。また、再生可能エネルギーの普
及やスマートコミュニティ の実現に貢献する など

⇒P5～ 「電力小売全面自由化への取組み」

⇒P9～ 「玄海・川内原子力発電所における取組み」

⇒P15～ 「再生可能エネルギー受入れへの取組み」

重点的な取組み重点的な取組み

※ 家庭やビル、交通システム等をＩＣＴネットワークでつなげ、地域で
エネルギーを有効活用する次世代の社会システム

※
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Ⅲ 強固な事業基盤を築く

① 変革・挑戦する人づくり

② スピード感をもって変化に対応できる組織づくり

③ 九電グループ一体となった財務基盤・競争力強化

④ 安全・安心の追求

⑤ ＣＳＲ（企業の社会的責任）経営の徹底

Ⅱ 九電グループの強みを活かして、成長市場で発展していく

① 海外電気事業の強化

② 九州域外における電気事業の展開

③ 再生可能エネルギー事業の拡大 ⇒P23～参考資料

⇒P19～ 「CSR（企業の社会的責任）経営の徹底」
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電力小売全面自由化への方針

ｏ「新料金プラン」に加え、「新サービス」の「九電あんしんサポート」や会員サイト「キレイライフプラ

ス」、独自のポイントサービス「Ｑピコ」を展開

ｏ 引き続きお客さまにお選びいただけるよう、創立60年以上にわたり培ってきた「お客さまとの信頼関

係」をベースに、「顔の見える営業」を展開

ｏ 新たな収益基盤を確保するため、関東エリアでの電力小売を展開

電力小売全面自由化への取組み電力小売全面自由化への取組み

▲新料金プランについて説明する瓜生社長
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ｏ 当社から他社へのスイッチング件数は約96,700件 [低圧契約の約1.3％に相当]（2016年９月末現在）

ｏ 当社新料金プランへの申込み件数は約109,200件 （2016年９月末現在）
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オール電化による販売促進

ｏ 2016年10月から、６年ぶりに「オール電化キャンペーン」を再開

ｏ オール電化獲得目標は、2016年10月から12月までの３ヶ月間で13,000戸

※2

（年度）

オール電化営業自粛
（節電要請・省エネ提案活動の実施）

オール電化獲得目標

13,000戸

※1

※1 電力広域的運営推進機関の公表値

※2 「電化でナイト･セレクト」「スマートファミリープラン」「スマートビジネスプラン」の合計

九州域内における自由化の進展状況
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九電あんしんサポート

ｏ 2016年７月、お客さまの毎日の生活に「安心」をお届けしたいという思いから、新サービス「九電あん

しんサポート」として「親孝行サポート」「生活トラブルサポート」「くらしサポート」を開始

ｏ 2016年10月、第２弾として、新たに「みまもりサポート」を開始

※ 「２親等以内」の方であれば、どなたでも見守り先としてご指定が可能
※ かけつけ訪問③～⑤を依頼するためには、別途、「親孝行サポート（かけつけ訪問）」へ事前の申込みが必要

ひとり住まいの親御さまなどの電気のご使用量から、使用状況の変化を
検知し、普段と異なった場合、ご家族さまへ連絡するサービス
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8

九州域外の戦略

ｏ 当社の100％子会社である「九電みらいエナジー(株)」が関東エリアでの電力小売を展開

ｏ 2016年６月、毎月の電気料金に応じてＪＡＬのマイルがたまる「ＪＡＬ マイルプラン」を創設

ｏ 2016年７月、九州にお住まいのご家族をサポートする「九州親孝行サポート」の提供を開始

ｏ「九州ゆかりの方々」や「ＪＡＬ会員」を主なターゲットとして重点営業を実施

・ 電気料金の100円※の支払額につき、ＪＡＬのマイルが
１マイルたまるプラン
※消費税等相当額、再エネ賦課金等を除く

・ JALのマイルをためている方、帰省やビジネスで飛行機

を使う方、旅行好きなアクティブな家庭がターゲット

おトクに使ってマイルもためたいなら！

「JAL マイルプラン」
九州で暮らすご家族がいる方には！

「九州親孝行サポート」

〔新たな料金プラン〕 〔九電グループならではのオプションサービス〕



玄海原子力発電所における取組み玄海原子力発電所における取組み

玄海原子力発電所３、４号機における適合性審査の状況

ｏ 2013年７月、原子力規制委員会へ原子炉設置変更許可、工事計画認可、保安規定変更認可を一括申請

ｏ 2016年９月、これまでの審査内容や審査先行プラントの内容を反映した、原子炉設置変更許可申請の

補正書を、同委員会に提出（10月28日及び11月４日に補正書を再提出）

［2016年９月の補正書の内容（一部抜粋）］

ｏ 安全上重要な設備を防護する竜巻

防護ネットを設置

ｏ 過去に破局的噴火があったカルデラ

のモニタリングの実施

自然現象

(竜巻、火山

等)

ｏ 代替緊急時対策所の整備

ｏ 支援機能を充実させた緊急時対策

棟（耐震構造）内に緊急時対策所を

設置

プラント

管理機能

の充実

ｏ 海抜＋４m程度（満潮時）
（発電所の敷地は海抜+11m）

津 波

（基準津波）

ｏ 発電所周辺の活断層を評価

：最大加速度540ガル
ｏ 北海道留萌支庁南部地震及び

鳥取県西部地震を考慮

：最大加速度620ガル

地 震

（基準地震動）

主な内容項 目

9



許
可

申
請

認
可

通
常
運
転

2013年７月12日
▼

適
合
性
審
査
関
係

安
全
対
策

工
事 火災防護対策、内部溢水対策など

地
元
の

ご
理
解

地域の皆さまへのご説明

認
可

原子炉設置
変更許可

工事計画
認可

保安規定変更
認可

使用前検査

保安検査

発電
再開

立地自治体のご理解

補正申請

補正
申請

補正
申請

補足資料補足資料 玄海原子力発電所３、４号機の再稼働までの流れ玄海原子力発電所３、４号機の再稼働までの流れ

2016年９月20日
10月28日
11月 ４日
▼

パブ

コメ
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ｏ 川内１号機は、2015年９月10日の通常運転復帰後、順調に運転を継続

ｏ 2016年10月６日から12月11日までの停止予定で定期検査を実施中

ｏ 川内２号機は、2016年12月16日から定期検査を実施予定（停止期間は12月16日から２月27日を予定）

定期検査の概要

川内原子力発電所における取組み川内原子力発電所における取組み

ｏ 鹿児島県知事からの要請への回答のうち、熊本地震を受けた特別点検について９月27日から実施

ｏ 各機器や支持装置などが地震による影響を受けていないかなど、定期検査の内容とは異なる視点で実施

特別点検の概要

・ 原子炉圧力容器、格納容器、使用済燃料ピットの点検
・ 安全上重要なポンプ、ファンの基礎ボルト及び配管支持装置の点検
・ 原子炉を止める・冷やす・放射性物質を閉じ込めるための、原子炉の安全確保機能を持つ設備の作動
試験
・ 原子炉停止用地震計、原子炉を停止するための信号を処理する安全上重要な計装機器、広報用地震
計の点検 など

［主な点検内容］

10/6

12/11
（予定）

1/6（予定）

１
号
機
定
期
検
査

停止期間

［検査項目数］

・施設定期検査： 61項目
・定期事業者検査： 124項目

※新規制基準の施行に伴い、新たに16項目追加

※

［スケジュール］
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ｏ 特定重大事故等対処施設については、経過措置として、設置猶予期間は、新規制基準への適合性に係る

工事計画の認可日（2015年３月18日 (１号機)、５月22日(２号機)）から起算し５年

ｏ 2015年12月、特定重大事故等対処施設の設置を含む原子炉設置変更許可を申請（2016年３月及び10

月に補正）

ｏ 2016年７月及び10月、原子力規制委員会が現地調査を実施

特定重大事故等対処施設の設置

ｏ 2015年12月、支援機能を持つ「耐震支援棟」を「代替緊急時対策所」の近傍に設置することを含む原子

炉設置変更許可を申請

ｏ 2016年３月、耐震構造の緊急時対策棟の設置を含む新規の原子炉設置変更許可を申請（10月に補正）

ｏ 更なる安全性向上への取組みとして、緊急時対策要員がより一層確実に重大事故等に対処できるよう、

要員の収容スペースの拡大や休憩室の整備等の支援機能を更に充実させた耐震構造の「緊急時対策棟」

を新たに設置

緊急時対策棟の設置
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補足資料補足資料 原子力事業における相互協力原子力事業における相互協力

［原子力災害時における協力］

［廃止措置実施における協力］

［特定重大事故等対処施設設置における協力］

■目的：廃止措置の安全性向上および審査対応の充実
■主な協力内容：大型工事における技術・調達の検討、廃止措置の状況などの情報共有

■目的：特重施設設置に関する安全性向上および審査対応の充実
■主な協力内容：設備仕様の統一などの検討、先行プラントの状況などの情報共有

１．協力要員の派遣

２．資機材の提供

３．原子力部門トップによるテレビ会議を活用した発災事業者に対する助言等の支援

４．各社が相互参加する定期的な訓練の実施

主な

協力内容

５社の地理的近接性を活かし、より迅速な対応を図るため、協力要員の派遣や資機材の提
供など相互協力を実施

目 的

概 要

ｏ 2016年４月、関西電力(株)、中国電力(株)、四国電力(株)及び当社は、原子力事業における相互協力に

ついて合意し、４社間で協定を締結

ｏ 2016年８月、本相互協力へ北陸電力(株)が参加することについて、５社間で協定を締結
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補足資料補足資料 加圧水型原子力発電所の安全性向上を目指す技術協力協定の締結加圧水型原子力発電所の安全性向上を目指す技術協力協定の締結

概 要

ｏ 2016年10月、北海道電力(株)、関西電力(株)、四国電力(株)及び当社は、各社の原子力発電所の炉型の
同一性を活かし、安全性向上に向けた技術協力を行うことについて合意し、ＰＷＲ４社間で協定を締結

※ 上記の他、相互協力により、更なる安全性向上が期待できるものがあれば、実施していく
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ｏ2012年の固定価格買取制度（ＦＩＴ）導入以降、太陽光を中心とした再生可能エネルギーが急速に拡大

ｏ発受電電力量に占める再生可能エネルギーの割合は約２割

再生可能エネルギー（太陽光･風力）の受入れ状況
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［発受電電力量に占める割合］

再エネ全体（自社分含む）

太陽光･風力（他社分）

※1
※1数値は離島を含む他社電力購入契約分の合計（自社分は含まない）

２０１６
（４月～９月）

※2再生可能エネルギー：太陽光、風力、水力(揚水発電を除く)、地熱、
バイオマス等

※2

21.4%

（４～９月）

再生可能エネルギー受入れへの取組み再生可能エネルギー受入れへの取組み

［発受電電力量］
415億kWh

2015年度：７回

2016年度：５回
種子島 2016年度：６回壱岐

［参考］ 再エネ電源の導入増に伴い、一部の離島において出力制御を実施（11/４現在）

［再エネ］
89億kWh
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［1日の運転状況（晴天日のイメージ）］

他社受電等

石炭

LNG（新小倉）

LNG（新大分）

石油

揚発

太陽光

一般水力

原子力

揚水

重負荷期（夏季） 軽負荷期（ＧＷ）

石炭

LNG（新大分）

他社受電等

一般水力

原子力

LNG（新小倉）

揚発
太陽光

揚水

ｏ太陽光の発電を吸収するため、ゴールデンウィークのような軽負荷期においては、ＬＮＧ火力などの出力

を一部抑制して対応

※下図は2016度供給計画における各燃種毎の発電状況であり、原子力は川内原子力２基稼働を前提

火力発電所の運転状況

主に重負荷期（夏季、冬季）のピーク対応として運転40％程度石 油

年間を通じて太陽光や需要に応じて調整し運転60％程度LNG（新小倉）

軽負荷期の昼間帯を除き、ほぼフル出力で運転85％程度LNG（新大分）

年間を通じてほぼフル出力で運転95％程度石 炭

運転状況運転中利用率燃 種
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ｏ再生可能エネルギーを最大限受入れるため、天候によって大きく変動する再生可能エネルギーの出力に

対応した需給運用方策を検討、実施中

再生可能エネルギーの出力に対応した需給運用方策

［軽負荷期における太陽光発電大量接続時の需給バランス（イメージ）］

〔揚水の運用〕
・昼間帯の太陽光発電等による余剰電力を揚水動力で
吸収し、点灯時間帯や夜間帯に揚水発電を行う運用を
実施(右図参照）

〔大容量蓄電池の活用〕
・電力系統に大容量蓄電池を設置し、再生可能エネル
ギーの出力制御時間が低減できる制御手法等につい
て検証を実施（右図参照）

〔関門連系線の活用〕
・再生可能エネルギーを最大限受け入れるため、関門
連系線の空容量を活用

〔離島における蓄電池実証試験〕
・再生可能エネルギーの出力変動による周波数変動を
抑制するための最適な制御方法について検証を実施

〔出力制御システムの構築〕
・分散配置されている多数の太陽光発電設備をきめ細
かく遠隔制御するため、太陽光発電の出力制御システ
ムの構築に取り組み

［豊前蓄電池変電所］
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補足資料補足資料 出力の抑制等を行う順番出力の抑制等を行う順番 18



ＣＳＲ（企業の社会的責任）経営の徹底ＣＳＲ（企業の社会的責任）経営の徹底

ｏ 2016年４月に発生した熊本地震では、最大震度７の激しい揺れが２回発生するなど地震が頻発し、最大

約48万戸が停電

ｏ 全国の電力会社からの応援を仰ぎながら、発生から４日後には、がけ崩れや道路の破損等により復旧が

困難な箇所を除き、高圧配電線の送電を完了

大規模災害への対応

▲仮鉄塔架線作業

▲高圧発電機車による送電（関西電力（株））

▲大規模な土砂崩れ（熊本県南阿蘇村）

▲配電線復旧作業
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「えるぼし」認定マーク

ｏ女性活躍推進の優良企業を厚生労働
大臣が認定

ｏ「える（L）」には、 Lady（女性）、
Labour（働く、取り組む）Laudable
（賞賛に値する）などの意味が込めら
れている

ｏ 2016年７月、女性活躍推進法に基づく「えるぼし」の認定について、平均勤続年数や労働時間など、
５つの評価項目のうち３項目を満たし、上から２段階目の「２つ星」の認定を取得

女性活躍推進

ｏ 次世代育成支援について、仕事と子育ての両立を図るために、多様な勤務制度を整備し、社員の育児休

職取得や子育てを支援して、次世代認定マーク「くるみん」を取得

次世代育成支援

「くるみん（愛称）」

ｏ「次世代育成支援対策推進法」に
基づく厚生労働大臣認定マーク

▲女性管理職懇談会の様子

20



ｏ 地域の皆さまの期待に応え、地域の課題解決に貢献する活動を更に充実させるため、「環境活動」と
「次世代育成支援活動」を行う「九電みらい財団」を2016年５月に設立

ｏ 大分県坊ガツル湿原での環境保全活動や、当社の水源かん養林を活用した環境教育を充実させるととも
に、地域の諸団体の皆さまが実施する次世代育成支援活動に対して、助成を実施

「九電みらい財団」の設立

豊かな自然環境と、子どもたちの健やかな
未来を育むことを目的に、環境活動と次世
代育成支援活動を実施

①環境活動
九州電力㈱社有林のあるくじゅうエリア（大
分県）を中心とした環境保全活動や環境教
育

②次世代育成支援活動
非営利団体が取り組む「次世代の健全育成
」に寄与する活動を対象とした助成事業

事業概要

2016年5月12日設立日

一般財団法人 九電みらい財団名 称

21



補足資料補足資料 九電みらい財団の取組み九電みらい財団の取組み

ｏ 当社の社有林がある「くじゅうエリア（大分県）」を中心とした環境保全活動や環境教育を実施

環境活動

←坊ガツル湿原におけ
る野焼きの様子

←林業（間伐）を
体験する様子

大分県竹田市における湿地帯「くじゅう坊ガツル湿原」
にて、３つの環境保全活動に取組み

［環境保全活動］ ［環境教育］
大分県由布市の山下池周辺の「くじゅう九電の森」に
おいて、体験型の環境教育を実施

ｏ 非営利団体が取り組む「次世代の健全育成」に寄与する活動を対象とした助成事業を実施
ｏ 2016年度の助成事業への応募は九州各地から計67件あり、有職者等から構成される選考委員会にて選考
した結果、20団体、総額約1,340万円の助成を実施

次世代育成支援活動

←助成金贈呈式の様子
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海外エネルギー事業

域外エネルギー事業

再生可能エネルギー事業

Ｐ26

Ｐ27

Ｐ23

■ 参考資料（成長分野における事業）



事業内容
地熱資源開発から発電までの一貫開発
インドネシア国有電力会社へ売電（30年間）

出力 32.1万kW（3系列）［当社持分：8万kW］

運転開始予定
初号機：2016年 2号機：2017年

最終号機：2018年

インドネシアサルーラ地熱IPPプロジェクト

国内の地熱開発を通して培った地熱発電技術を活かし、インドネシアサルーラ地区において、地熱IPPプロジェクトを実施

＜プロジェクトの概要＞

インドネシアサルーラ
地熱IPPプロジェクトの位置

噴気試験の様子

500万kW［+ 350万kW （対2015年時点）］
ｏ これまで国内外で蓄積した技術・ノウハウを活かし、市場の成長性が高いアジアを中心に、ＩＰＰ事業を軸に展開

することで持分出力５００万kWを目指す

2030年時点の目標値（持分出力）

参考資料参考資料 海外エネルギー事業海外エネルギー事業

約150万kW／500万kW

持分出力目標の達成状況

ｏ 進行中の開発計画： 32万kW（持分出力 ８万kW）
（2016年９月末現在）
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［海外での事業展開（2016年９月末現在）］
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688.4万kW
(150万kW)

合 計

33.2%
60万kW

（19.9万kW）
[2010年10月出資]ガス台湾・新桃

29.0%
5万kW

（1.5万kW）
2009年9月風力中国・内蒙古風力

15.0%
330万kW

（49.5万kW）
[2008年9月出資]

ガス
石油

シンガポール・セノコ・
エナジー

50.0％
49.5万kW

（24.8万kW）
2006年9月ガスメキシコ・トゥクスパン５号

50.0％
49.5万kW

（24.8万kW）
2001年12月ガスメキシコ・トゥクスパン２号

26.7％
74.4万kW

（19.9万kW）
2004年3月ガスベトナム・フーミー３号

8.0％
120万kW

（9.6万kW）
2002年6月ガスフィリピン・イリハン

当社持分
出力

（持分出力）
運開燃料種別プロジェクト名

海外エネルギー事業案件一覧（2016年９月末現在）
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所在地 千葉県袖ケ浦市中袖３－１他

発電方式 超々臨界圧（USC）方式

出 力
総出力200万kW １号機：100万kW

２号機：100万kW

燃 料 石炭（バイオマス混焼なども検討）

運転開始時期
１号機：2025年度（予定）
２号機：2026年度（予定）

「(仮称)千葉袖ヶ浦火力発電所１、２号機建設計画」の概要

出光興産(株) 東京ガス(株)アライアンス

200万kW［+ 200万kW （対2015年時点）］
ｏ 2015年５月、出光興産(株)および東京ガス(株)とアライアンスを組み、三社共同で石炭火力発電所（最大200万kW)開
発に向けた検討を進めることに合意し、(株)千葉袖ケ浦エナジーを設立

ｏ 2016年１月、環境影響評価法及び電気事業法に基づき、環境影響評価方法書（以下、方法書）を、経済産業大臣に

届出

ｏ 2016年７月、経済産業大臣より、方法書については環境の保全についての適正な配慮がなされており、電気事業法

の規定による勧告をする必要がない旨の審査結果（通知）を受領

千葉県

東京都

神奈川県

発電所予定地
(千葉県袖ケ浦市)

2030年時点の目標値（開発量）

参考資料参考資料 域外エネルギー事業域外エネルギー事業 26



グループ開発目標の達成状況

風力 11.8万kW太陽光 4.6万kW 水力 128.4万kW 地熱 21.3万kW バイオマス 4.1万kW

九電みらいエナジー（株）（九州電力100%子会社）

九
州
電
力

発電事業
関連サービス

(SI事業・ES事業)
太陽光

風力

地熱

バイオ

水力

調査・計画・建設・運営管理まで
一貫した技術・ノウハウを保有

シナジー効果

連携

400万kW［+ 250万kW（対2015年時点）］
ｏ これまで蓄積した技術・ノウハウを活かし、地熱や水力を中心に、潜在的なポテンシャルがある洋上風力について

も技術開発の進展等を踏まえながら取組みを推進

ｏ 「九電みらいエナジー(株)」が当社と連携のもと、調査、計画から建設、運営管理まで一貫した技術・ノウハウを活

用した発電事業を実施

2030年時点の目標値（開発量）

［九電みらいエナジー（株） 保有設備］

電源 設備容量 備 考

太陽光

風 力 長島ウインドヒル※2

地 熱

バイオマス みやざきバイオマスリサイクル※2

（2016年９月末現在）

0.5万kW

3.9万kW

5.0万kW

1.1万kW

（2016年９月末現在）

※2九電みらいエナジー(株)の子会社

（揚水発電を除く）

参考資料参考資料 再生可能エネルギー事業再生可能エネルギー事業

ｏ 「中期経営方針」策定後の開発量： 約１万ｋW
ｏ 進行中の開発計画： 約62万kW約170.2万kW／400万kW

※1 「中期経営方針」策定時点の設備量及び策定後の開発量の合計

※1
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〔当社の再エネ開発計画（2016年９月末現在）〕

－約620,230合 計

－138,450小 計

49,000鹿児島県七ツ島ﾊﾞｲｵﾏｽﾊﾟﾜｰ

14,500長野県ｿﾔﾉｳｯﾄﾞﾊﾟﾜｰ

74,950福岡県豊前ﾊﾞｲｵﾏｽ

ﾊﾞｲｵﾏｽ

－9,190小 計

2018年7月 運開予定1,990熊本県鴨猪(かもしし)

2019年7月 運開予定7,200熊本県新甲佐(しんこうさ)
水力

－327,790小 計

2016年 運開予定320,800―ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ・ｻﾙｰﾗ

2018年2月 運開予定4,990鹿児島県山川ﾊﾞｲﾅﾘｰ

2020年12月 運開予定
既設発電設備更新（12,500→14,500kW）

2,000大分県大岳

地熱

－100,300小 計

2017年 運開予定 ［NEDO委託事業］7,500福岡県
次世代浮体式洋上風力
発電ｼｽﾃﾑ実証研究

2022年 運開予定 ［現在、環境アセス中］最大28,000佐賀県
唐津・鎮西
ｳｨﾝﾄﾞﾌｧｰﾑ

2020年10月 運開予定64,800宮崎県串間ｳｨﾝﾄﾞﾋﾙ

風力

－44,500小 計

2017年6月 運開予定43,500福島県ﾚﾅﾄｽ相馬ｿｰﾗｰﾊﾟｰｸ

2017年2月 運開予定1,000広島県東広島ﾒｶﾞｿｰﾗｰ
太陽光

備 考総出力（kW）設置県発電所等
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ｏ 日本最大規模の八丁原発電所（11万kW）をはじめ、全国における約４割の地熱発電設備を保有
ｏ 地熱発電による発受電電力量は全国の５割以上（2015年度）

ｏ 地熱開発に関する優れた技術力を有する当社のグループ会社「西日本技術開発(株)」等と連携し、国内外に

おける地熱の有望地へ進出予定

当社の地熱発電

ｏ 北海道有珠郡壮瞥町、北海道電力（株）及び当社は、
壮瞥町が実施する地熱資源調査に関する協定を締結
（2016年５月）

ｏ 地熱資源を調査し、適正な地熱開発規模を評価のうえ、
その地熱資源を活用した発電事業化の検討を実施予定

北海道有珠郡壮瞥町における地熱資源調査

［概略位置図］

ｏ 地熱バイナリー方式としては国内最大級

ｏ 九重町が地熱資源（蒸気・熱水）を提供し、「九
電みらいエナジー（株）」がその資源を使用して
発電する国内初の自治体と民間企業が協働する地
熱発電事業
※バイナリー発電：低沸点媒体を利用し、従来は利用でき
ない低温の蒸気･熱水で発電する方式

菅原バイナリー発電所が運転開始（2015年６月）

所在地 大分県玖珠郡九重町

発電出力 0.5万kW

発電方式
空冷式

バイナリー発電
（媒体：ペンタン）

［菅原バイナリー発電所の概要］
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２０１６年度第２四半期決算

201６年度業績予想及び配当予想

201６年度第2四半期業績概要 Ｐ１

201６年度業績予想及び配当予想

※第2四半期の決算の数値は4～9月の累計値

（参考１）燃料費調整の期ずれ影響 Ｐ６～７

（参考２）「再生可能エネルギーの固定価格買取制度」の仕組み

Ｐ２

発受電電力量 Ｐ３

収支比較表（個別） Ｐ４

経常利益（個別）の主な変動要因 Ｐ５

貸借対照表（個別）

Ｐ１０収支比較表、貸借対照表（連結）

Ｐ１１セグメント情報

Ｐ１２キャッシュ・フロー（連結）

販売電力量

Ｐ８

Ｐ９

参考資料 データ編
電灯電力料、その他の収益（個別）

燃料費、購入電力料（個別）

修繕費、減価償却費（個別）

人件費、その他の費用（個別）

Ｐ１５

Ｐ１６

Ｐ１７

電気事業営業費用構成（個別） Ｐ１８

フリーキャッシュフロー（連結） Ｐ１９

総資産、有利子負債、純資産、Ｄ/Ｅレシオ（個別） Ｐ２０

純資産の推移（個別） Ｐ２１

Ｐ１３

Ｐ１４

目次（セクション２目次（セクション２ 20162016年度第２四半期決算について）年度第２四半期決算について）
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当第２四半期の業績につきましては、2016年熊本地震に伴う特別損失の計上はありましたが、修繕工事の年度内繰延べ及びグループ一体となって費用
削減に取り組んだことや、昨年８月以降の川内原子力発電所の発電再開や燃料価格の下落により燃料費が減少したこと、また、収入面において燃料費調整
制度による電気料金引下げへの反映が第３四半期以降にずれ込んだことなどから、黒字となりました。
連結収支につきましては、収入面では、電気事業において、再エネ特措法交付金は増加しましたが、燃料費調整の影響による料金単価の低下などにより
電灯電力料が減少したことなどから、売上高は前年同四半期に比べ０．３％減の９，２８２億円、経常収益は０．２％減の９，３７１億円となりました。
支出面では、電気事業において、再生可能エネルギー電源からの購入電力料は増加しましたが、修繕工事の年度内繰延べ及びグループ一体となって費用
削減に取り組んだことや、昨年８月以降の川内原子力発電所の発電再開や燃料価格の下落により燃料費が減少したことなどから、経常費用は４．２％減の
８，３６７億円となりました。
以上により、経常利益は前年同四半期に比べ５３．１％増の１，００３億円となりました。また、2016年熊本地震に伴う特別損失の計上などにより、

親会社株主に帰属する四半期純利益は５２．０％増の８１４億円となりました。
中間配当につきましては、現時点では、中長期的な収支・財務状況及び財務体質の改善状況の見極めが難しいため、無配とさせていただきます。

20162016年度年度第第22四半期四半期業績概要業績概要

（億円、％）【連結】

【参考：連結決算対象会社】

【個別】 （億円、％）

2016年度第２四半期末で、関係会社68社を連結決算の対象としております。
・連結子会社 ：41社 （前年度末から変更なし）
・持分法適用会社 ：27社 （前年度末から変更なし）

－100－100特 別 損 失

153.13486551,003経 常 利 益

(142.4)(341)(805)(1,147)( 営 業 利 益 )

152.0278535814
親会社株主に帰属する

四 半 期 純 利 益

95.8▲ 3628,7308,367経 常 費 用

99.7▲ 309,3139,282売 上 高 [ 再 掲 ]

99.8▲ 149,3869,371経 常 収 益

前年同期比増 減
2015年度
第2四半期

2016年度
第2四半期

－95－95特 別 損 失

140.2261652914経 常 利 益

(148.7)(347)(714)(1,061)( 営 業 利 益 )

133.7190565756四 半 期 純 利 益

95.3▲ 3828,1977,815経 常 費 用

99.5▲ 418,7038,661売 上 高 [ 再 掲 ]

98.6▲ 1208,8508,729経 常 収 益

前年同期比増 減
2015年度
第2四半期

2016年度
第2四半期

連 結

1,061

714 652

914

565

756

8,703 8,661

0

2,500

5,000

7,500

10,000

2015年度

第2四半期

2016年度

第2四半期

（億円）

0

500

1,000

1,500

（億円）

個 別 営業利益 （右軸） 経常利益 （右軸）

四半期純利益 （右軸） 売上高 （左軸）

営業利益 （右軸） 経常利益 （右軸）

四半期純利益 （右軸） 売上高 （左軸）
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1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

5,500

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

(百万kWh)

2016
2015
2014
2013
2012

【販売電力量】

販売電力量販売電力量

100.311139,578販 売 電 力 量 合 計

98.4▲ 42226,012電 力

104.153313,566電 灯

比 率増 減

対 前 年 同 期

2016年度
第２四半期

（百万kWh、％）

・電灯は、６月から９月の気温が前年に対し高めに推移したことによる冷房需要の増加などから、前年同四半期に比べ４．１％の増加と
なりました。また、電力は、一部工場における生産の減少などから、１．６％の減少となりました。
・この結果、総販売電力量は３９５億８千万kWhとなり、０．３％の増加となりました。

【販売電力量の推移】

電力

電灯
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(4,288)

(1,989)

(828 )

(3,225)

(326 )

6,008

1,875

651

3,944

601

645

469

272

111

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度

第2四半期

(百万kWh)

0

100

200

300

400

500

600

700

(万kW)

購入電力量(年度)(左軸)

購入電力量(第２四半期)(左軸)

設備量(年度末)(右軸)

※購入電力量の第2四半期実績は年度の内数

【発受電電力量】

計

新ｴﾈﾙｷﾞｰ等※2

火 力

水 力 88.6▲ 1441,120

他

社

54.8▲ 3,4754,215

127.41,0244,758

79.5▲ 2,59510,093

101.144141,533合 計

198.4▲ 312▲ 628揚 水 用

11.3▲ 24430融 通

112.63,59232,038計

90.7▲ 56546新ｴﾈﾙｷﾞｰ等※2

(35.1)(39.6)(設備利用率)

－7,0167,791原 子 力

86.4▲ 3,28320,824火 力

(0.2)(113.2)( 出 水 率 )

97.1▲ 852,877水 力

自

社

※1

比 率増 減

対 前 年 同 期
2016年度
第２四半期

※1 自社の発電電力量は送電端を記載
※2 新ｴﾈﾙｷﾞｰ等：太陽光、風力、ﾊﾞｲｵﾏｽ、廃棄物及び地熱の総称

（百万kWh、％）

発受電電力量発受電電力量

供給面につきましては、川内原子力発電所１、２号機の安定稼働に加え、新エネルギー等の増加に対して火力、揚水等の発電設備の
総合的な運用を行うことにより、安定した電力をお届けすることができました。

【出水率及び原子力設備利用率】

【太陽光の設備導入量及び電力購入の状況】

113.2113.0

97.874.3

114.0

0.0
0.0 0.0

39.6
4.5

0

50

100

150

2012年度

第2四半期

2013年度

第2四半期

2014年度

第2四半期

2015年度

第2四半期

2016年度

第2四半期

(%)

出水率

原子力設備利用率
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（余白）



収支比較収支比較表表（個別）（個別）

有価証券売却益 ▲24－▲ 2424－特 別 利 益

財産偶発損 2 災害特別損失 92－95－95特 別 損 失

133.7190565756四 半 期 純 利 益

79.7▲ 147156法 人 税 等

12.4▲ 34394渇 水 準 備 金

140.2261652914経 常 利 益

(148.7)(347)(714)(1,061)（ 営 業 利 益 ）

川内原子力発電所稼働影響差 ▲330億円程度
燃料費の減 ▲390
原子力バックエンド費用の増 60

95.3▲ 3828,1977,815合 計

再エネ特措法納付金 249(744←494) 諸経費 40123.03011,3121,614そ の 他

川内原子力発電所稼働影響差 60162.25285138原子力ﾊﾞｯｸｴﾝﾄﾞ費用

99.1▲ 4450446公 租 公 課

90.7▲ 17188170支 払 利 息

普通償却 66 試運転償却 12109.979801880減 価 償 却 費

100.1－584585修 繕 費

他社購入電力料 128

[再掲：再エネ特措法買取額 380(1,699←1,318) 他社火力 ▲239]

地帯間購入電力料 ▲46

103.8812,1142,196購 入 電 力 料

ＣＩＦ差 ▲297 レート差 ▲152
川内原子力発電所稼働影響差 ▲390

55.0▲ 9182,0411,123燃 料 費

106.741617659人 件 費

経
常
費
用

98.6▲ 1208,8508,729合 計

(99.5)(▲ 41)(8,703)(8,661)（ 売 上 高 ）

再エネ特措法交付金 401(1,472←1,071)
他社販売電力料 61 受取配当金 ▲76

126.74081,5301,939そ の 他

89.4▲ 4614,3653,903電 力 料

販売電力量増 19 燃料費調整額差 ▲813(▲778←35)

再エネ特措法賦課金 249(744←494)

97.7▲ 672,9542,886電 灯 料

経
常
収
益

主 な 増 減 説 明前年同期比増 減
2015年度
第2四半期

2016年度
第2四半期

(注)下線部は再エネ固定価格買取制度関連

（億円、％）
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その他

652

ＣＩＦ差

＋297
燃料費

調整額差

▲813

他社火力・

地帯間購入

電力料の減

＋285

＋10

914

川内原子力

発電所

稼働影響差

＋330

レート差

＋152

経常利益（個別）の主な変動要因経常利益（個別）の主な変動要因

2016年度
第2四半期

0.2 %

35.1 %

▲17 円/$ 

▲15 $/b

増 減

4.5 %39.6 % 原 子 力 設 備 利 用 率

113.0 %  113.2 %  出 水 率

122 円/$ 105 円/$ 為 替 レ ー ト

59 $/b44 $/b 原 油 Ｃ Ｉ Ｆ 価 格

2015年度
第2四半期

2016年度
第2四半期

【参考：主要諸元】

（億円）

(1%あたり) 1

(1%あたり)        10

(1円/$あたり) 10

(1$/bあたり) 15

変動影響額

（億円）

2015年度
第2四半期 ＋261
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15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

2015年4月 2015年7月 2015年10月 2016年1月 2016年4月 2016年7月 2016年10月

(円/kl)

基準燃料価格

（参考）

全日本通関CIF価格

0

～～

▲450億円程度 ▲580億円程度

2016年度
第2四半期

期ずれ影響:130億円程度

2015.4 2015.5 2015.6 2015.7 2015.8 2015.9 2015.10 2015.11 2015.12 2016.1 2016.2 2016.3 2016.4 2016.5 2016.6 2016.7 2016.8 2016.9

全日本通関

原油CIF($/b)
56 59 64 64 59 51 48 48 44 37 30 32 37 41 45 48 45 45

全日本通関

LNGCIF($/t)
528 459 449 463 473 497 491 468 438 404 407 375 327 305 303 332 340 - 

（参考（参考１１--11））燃料費調整の期ずれ影響燃料費調整の期ずれ影響〔〔20162016年度第年度第22四半期四半期〕〕

○燃料価格下落による収支影響（燃料費調整の期ずれイメージ）

２０１５年度後半からの燃料価格の下落の影響については、

・基準燃料価格を下回った２０１５年度後半の燃料価格は、

当第２四半期(累計)の電気料金の減少として反映 [▲４５０億円程度]

・基準燃料価格を下回った当第２四半期(４～９月)の燃料価格の大半は、

第２四半期(累計)の電気料金の減少には反映されず、第３四半期以降に繰越し [▲５８０億円程度]

この燃料費調整の期ずれ影響※により、収支は好転 [１３０億円程度］(前年同四半期：３２０億円程度)

※３か月ごとの燃料価格の平均値を２か月の期ずれで反映（例：4月燃調：11～1月、5月燃調：12～2月、･･･ 9月燃調：4～6月）
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（参考（参考１１--22））燃料費調整の期ずれ影響燃料費調整の期ずれ影響〔〔20152015年度第年度第22四半期四半期〕〕

○燃料価格下落による収支影響（燃料費調整の期ずれイメージ）

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

2014年4月 2014年7月 2014年10月 2015年1月 2015年4月 2015年7月 2015年10月

(円/kl)

2015年度
第2四半期

基準燃料価格

（参考）

全日本通関CIF価格

0

～～

＋110億円程度

▲210億円程度

期ずれ影響:320億円程度

2014.4 2014.5 2014.6 2014.7 2014.8 2014.9 2014.10 2014.11 2014.12 2015.1 2015..2 2015.3 2015.4 2015.5 2015.6 2015.7 2015.8 2015.9

全日本通関

原油CIF($/b)
109 109 110 112 111 106 101 91 79 63 50 55 56 59 64 64 59 51

全日本通関

LNGCIF($/t)
874 851 840 837 825 807 824 848 815 770 689 630 528 459 449 463 473 497
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（（参考２参考２））「再生可能エネルギーの固定価格買取制度」の仕組み「再生可能エネルギーの固定価格買取制度」の仕組み

賦課金

電気 電気

再エネ発電事業者

費用負担調整機関

お客さま電気事業者

賦課金買取費用

買取費用買取 電気料金

再エネ発電事業者からの｢買取｣ 買取費用の｢お客さまからの回収｣

買取費用負担の調整

納付交付

< 再エネ特措法買取額 >

1,699億円（1,318億円）

< 再エネ特措法賦課金 >

744億円（494億円）

< 再エネ特措法納付金 >

744億円（494億円）

< 再エネ特措法交付金 >

1,472億円※（1,071億円）

※ 交付金＝買取額 1,699億円

－回避可能費用等 226億円

・太陽光

・風力

・中小水力

・地熱

・バイオマス

4011,0711,472再エネ特措法交付金（収益）

3801,3181,699再エネ特措法買取額（費用）

249494744再エネ特措法納付金（費用）

249494744再エネ特措法賦課金（収益）

増 減
2015年度
第２四半期

2016年度
第2四半期

（億円）

注 （ ）は2015年度第2四半期実績
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貸借対照表（個別）貸借対照表（個別）

資 産 の 部

▲ 89443,21442,319合 計

現金及び預金 ▲1,352（2016年度第２四半期末 2,361 ← 2015年度末 3,714）
建設仮勘定 ▲250（計上 1,024 精算 ▲1,262） 売掛金 596

▲ 1,09812,96411,865そ の 他

▲ 956,7086,613投 資 そ の 他 の 資 産

竣工 1,269 減価償却 ▲86729923,54123,841電 気 事 業 固 定 資 産

主 な 増 減 説 明増 減2015年度末
2016年度
第2四半期末

（億円）

負債及び純資産の部

▲ 89443,21442,319合 計

四半期純利益 756
[自己資本比率]2016年度第２四半期末 10.6％ ← 2015年度末 8.9％

6493,8514,501純 資 産

有利子負債 ▲761 関係会社短期債務 ▲282 未払金 ▲266 買掛金 ▲246▲ 1,54439,36237,818負 債

主 な 増 減 説 明増 減2015年度末
2016年度
第2四半期末

（億円）

（億円）【参考：有利子負債残高の内訳】

▲ 76130,20029,439合 計

▲ 1,16118,95617,795借 入 金

40011,24411,644社 債

増 減2015年度末
2016年度
第2四半期末

＋1.7%
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収支比較収支比較表、貸借対照表表、貸借対照表（連結）（連結）

（億円、％）収支比較表

貸借対照表 （億円、％）

6824,9995,681純 資 産

▲ 91832,24831,330有 利 子 負 債 残 高

▲ 1,70342,48340,779負 債

▲ 1,02147,48246,461総 資 産

増 減2015年度末
2016年度
第2四半期

152.0278535814
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
四 半 期 純 利 益

－▲ 2929－特 別 利 益

－100－100特 別 損 失

12.4▲ 34394渇 水 準 備 金

153.13486551,003経 常 利 益

142.4(341)(805)(1,147)（ 営 業 利 益 ）

95.8▲ 3628,7308,367計

104.59222232営 業 外 費 用

100.84611616そ の 他 事 業 営 業 費 用

95.2▲ 3777,8967,518電 気 事 業 営 業 費 用

95.6▲ 3728,5088,135営 業 費 用

経

常

費

用

99.8▲ 149,3869,371計

122.4167288営 業 外 収 益

99.2▲ 5695690そ の 他 事 業 営 業 収 益

99.7▲ 258,6188,592電 気 事 業 営 業 収 益

99.7▲ 309,3139,282営 業 収 益 （ 売 上 高 ）
経

常

収

益

前 年 同 期 比増 減
2015年度
第2四半期

2016年度
第2四半期

162.4299479779四 半 期 包 括 利 益

（1.07）

（1.08）

（1.10）

（1.08）

2016年度
第２四半期

連単倍率

1.710.111.8（ 参 考 ） 自 己 資 本 比 率
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セグメント情報セグメント情報

(注)上記の記載金額は、セグメント間の内部取引消去前の金額

賃貸建物の減価償却費の減少など1 20 21 営 業 利 益

不動産販売に係る収入の減少など▲ 8 129 121 売 上 高

そ の 他 の 事 業

光ブロードバンドサービス拡大に伴う減価償却費の増加など▲ 2 40 37 営 業 利 益

情報システム開発受託の増加など34 426 461 売 上 高

情 報 通 信 事 業

ガス・ＬＮＧ販売の売上高の減少など▲ 3 36 32 営 業 利 益

海外発電事業の売上増などはあったが、ガス・ＬＮＧ販売
価格の低下による減少など

▲ 7 801 794 売 上 高

エ ネ ル ギ ー 関 連事業

352 702 1,055 営 業 利 益

▲ 24 8,637 8,612 売 上 高

電 気 事 業

主 な 増 減 説 明増 減
2015年度
第2四半期

2016年度
第2四半期

（億円）
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キャッシュ・フロー（連結）キャッシュ・フロー（連結）

（億円）

90▲ 1,485▲ 1,394現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 増 減 額

社債の発行による収入の増加 896

借入金の返済による支出の増加 ▲575
336▲ 1,249▲ 912財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ･ フ ロ ー

(▲ 226)(▲ 1,320)(▲ 1,547)
（固定資産の取得による支出［再掲］）

( B )

固定資産の取得による支出の増加 ▲226

有価証券の償還及び売却による収入の減少など ▲108
▲ 304▲ 1,130▲ 1,435投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ･ フ ロ ー

火力燃料代の減少 914

電灯電力料収入の減少 ▲659
70899970営 業 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ･ フ ロ ー

( A )

主 な 増 減 説 明増 減
2015年度
第2四半期

2016年度
第2四半期

▲ 420 ▲ 155▲ 576

( 参 考 )

フ リ ー キ ャ ッ シ ュ フ ロ ー

( A ) + ( B )
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20162016年度業績予想及び配当予想年度業績予想及び配当予想



850
978

743

550
653

450

17,054 16,800

0

5,000

10,000

15,000

20,000

2015年度 2016年度(予想)

（億円）

0

500

1,000

1,500
（億円）

20201616年度年度業績業績予想予想及び配当予想及び配当予想

【参考：主要諸元表】

売上高は、電気事業において、再エネ特措法交付金は増加しますが、燃料費調整の影響による料金単価の低下や販売電力量の減少な
どにより電灯電力料が減少することなどから、前年度を下回り １兆８，１００億円程度となる見通しです。
経常利益は、グループ一体となって費用削減に取り組んでいること、また、電気事業において、昨年８月以降の川内原子力発電所の
発電再開はありましたが、燃料費調整制度に伴う一時的な収支改善効果が大幅に減少することなどから、前年度を下回り750億円程度
となる見通しです。また、 2016年熊本地震に伴う特別損失１００億円を計上することなどから、親会社株主に帰属する当期純利益は、
前年度を下回り ６００億円程度となる見通しです。
201７年３月期の期末配当予想につきましては、未定としております。今後予想が可能となった時点で速やかにお知らせいたします。

（億円、％）【連結】

【個別】 （億円、％）

-100-100特 別 損 失

81.6

82.5

83.2

98.6

前 年 度 比

▲ 134734600
親会社株主に帰属する

当 期 純 利 益

▲ 159909750経 常 利 益

▲ 2021,2021,000営 業 利 益

▲ 25618,35618,100売 上 高

増 減2015年度
今回公表
（10月）

-

-

-

-

18,100

前回公表
（7月）

-95-95特 別 損 失

68.9

74.0

86.9

98.5

前 年 度 比

▲ 203653450当 期 純 利 益

▲ 193743550経 常 利 益

▲ 128978850営 業 利 益

▲ 25417,05416,800売 上 高

増 減2015年度
今回公表
（10月）

-

-

-

-

16,800

前回公表
（7月）

▲ 15 円/$120 円/$105 円/$為 替 レ ー ト

10.9 % 

▲ 2 $/b 

▲ 6 億kWh

増 減

20.7 %31.6 % 原子力設備利用率

49 $/b 47 $/b 原 油 Ｃ Ｉ Ｆ 価 格

792 億kWh 786 億kWh 販 売 電 力 量

2015年度
今回公表
（10月）

106 円/$

-

48 $/b

790 億kWh

前回公表
（7月）

連 結

個 別
営業利益 （右軸） 経常利益 （右軸）

四半期純利益 （右軸） 売上高 （左軸）

営業利益 （右軸） 経常利益 （右軸）

四半期純利益 （右軸） 売上高 （左軸）

1,000

1,202

909

750734
600

18,356 18,100

0

5,000

10,000

15,000

20,000

2015年度 2016年度(予想)

（億円）

0

500

1,000

1,500
（億円）
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参考資料参考資料 データ編データ編



③販売電力量増 19 

②再エネ特措法賦課金 249 （ 744     ← 494 ）

電灯電力料、その他の収益（個別）電灯電力料、その他の収益（個別）

92.8▲ 5297,3196,790電 灯 電 力 料

前年同期比増 減
2015年度
第２四半期

2016年度
第２四半期

（億円、％）

増 減

①燃料費調整額差 ▲ 813 （ ▲ 778 ← 35 ）

2016年度
第2四半期

2015年度
第2四半期

126.74081,5301,939その他の収益

前年同期比増 減
2015年度
第２四半期

2016年度
第２四半期

（億円、％）

①再エネ特措法交付金 401 （ 1,472    ← 1,071 ）

増 減

②他社販売電力料 61 （ 161 ← 99  ）

③受取配当金 ▲ 76 （ 30    ← 106  ）

2016年度
第2四半期

2015年度
第2四半期

【電　灯　電　力　料　の　推　移】

7,484
7,319

7,666

6,821 6,790

5,000

6,000

7,000

8,000

2012年度
第2四半期

2013年度
第2四半期

2014年度
第2四半期

2015年度
第2四半期

2016年度
第2四半期

（億円） 【そ　の　他　の　収　益　の　推　移】
1,939

1,152

850

408

1,530

0

400

800

1,200

1,600

2,000

2012年度
第2四半期

2013年度
第2四半期

2014年度
第2四半期

2015年度
第2四半期

2016年度
第2四半期

（億円）
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◆他社火力 ▲ 239  （ 413 ← 652 ）

①川内原子力発電所稼働影響差 ▲ 390

②ＣＩＦ差 ▲ 297

③レート差 ▲ 152 

燃料費、購入電力料燃料費、購入電力料（個別）（個別）

55.0▲ 9182,0411,123燃 料 費

前年同期比増 減
2015年度
第２四半期

2016年度
第２四半期

（億円、％）

103.8812,1142,196購 入 電 力 料

前年同期比増 減
2015年度
第２四半期

2016年度
第２四半期

（億円、％）

増 減

①他社購入電力料 128  （ 2,191    ← 2,062 ）

増 減

②地帯間購入電力料 ▲ 46 （ 4     ← 51 ）

▲ 155944原油 ($/b)

▲ 157479322LNG ($/t)

▲ 118069石炭 ($/t)

増 減
2015年度
第2四半期

2016年度
第2四半期

【参考1：全日本通関CIF価格】 【参考2：燃料別消費量】

◆再エネ特措法買取額 380          （ 1,699    ← 1,318 ）

▲721,9731,901LNG (千t)

▲ 23328047原油 (千kl)

▲ 516636120重油 (千kl)

▲ 422,8142,772石炭 (千t)

増 減2015年度
第2四半期

2016年度
第2四半期

2016年度
第２四半期

2015年度
第２四半期

【燃　料　費　の　推　移】

2,041

3,339

1,123

3,723

3,428

0

1,000

2,000

3,000

4,000

2012年度
第2四半期

2013年度
第2四半期

2014年度
第2四半期

2015年度
第2四半期

2016年度
第2四半期

（億円） 【購　入　電　力　料　の　推　移】

1,681

1,942

2,196

1,385

2,114

600

1,200

1,800

2,400

2012年度
第2四半期

2013年度
第2四半期

2014年度
第2四半期

2015年度
第2四半期

2016年度
第2四半期

（億円）
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100.1－584585修 繕 費

前年同期比増 減
2015年度
第2四半期

2016年度
第2四半期

（億円、％）

増 減

109.979801880減 価 償 却 費

前年同期比増 減
2015年度
第2四半期

2016年度
第2四半期

（億円、％）

①普通償却 66 （ 867 ← 801 ）

増 減

①汽力 18 （ 186 ← 167 ）

2016年度
第2四半期

2015年度
第2四半期

2016年度
第2四半期

2015年度
第2四半期

②試運転償却 12 （ 12 ← － ）

修繕修繕費、費、減価償却費（個別）減価償却費（個別）

②配電 11 （ 217 ← 206  ）

◆スマートメーター導入拡大に
伴う計器工事 ほか

④新エネ等 ▲ 5 （ 6 ← 12  ）

③原子力 ▲ 21 （ 79 ← 100  ）

◆原子力 39          （ 184      ← 144 ）

◆新大分３-４軸増設（試運転：2016年1月、営業運転：2016年6月）

【修　繕　費　の　推　移】

456

532
585

697

584

0

300

600

900

2012年度
第2四半期

2013年度
第2四半期

2014年度
第2四半期

2015年度
第2四半期

2016年度
第2四半期

（億円） 【減　価　償　却　費　の　推　移】

801

914
880

866

827

650

800

950

1,100

2012年度
第2四半期

2013年度
第2四半期

2014年度
第2四半期

2015年度
第2四半期

2016年度
第2四半期

（億円）

◆汽力 31          （ 103 ← 72 ）
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106.741617659人 件 費

前年同期比増 減
2015年度
第2四半期

2016年度
第2四半期

（億円、％）

②原子力バックエンド費用 52 （ 138 ← 85 ）

116.33332,0372,370その他の費用

前年同期比増 減
2015年度
第2四半期

2016年度
第2四半期

（億円、％）

①再エネ特措法納付金 249 （ 744 ← 494 ）

増 減
2016年度
第2四半期

2015年度
第2四半期

人件人件費、費、その他の費用（個別）その他の費用（個別）

③諸経費 40 （ 624 ← 583 ）

増 減

①退職給与金 24  （ 46 ← 22  ）

2016年度
第2四半期

2015年度
第2四半期

◆数理計算上の差異償却 18            （ 17       ← － ）

◆川内原子力発電所稼働影響差 60          （ 68      ← 7 ）

【人　件　費　の　推　移】

559

811

617

558

659

400

600

800

1,000

2012年度
第2四半期

2013年度
第2四半期

2014年度
第2四半期

2015年度
第2四半期

2016年度
第2四半期

（億円） 【そ　の　他　の　費　用　の　推　移】

1,790

2,370

1,601

2,037
1,944

600

1,200

1,800

2,400

2012年度
第2四半期

2013年度
第2四半期

2014年度
第2四半期

2015年度
第2四半期

2016年度
第2四半期

（億円）

②給料手当 15  （ 476 ← 460 ）
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(28%)(22%)(21%)(21%)(23%)(29%)

(30%)

(10%)
(9%)(9%)(10%)(12%)(15%)

(11%)

(9%)
(7%)

(6%)(8%)
(11%)(13%)

(8%)

(23%)

(20%)

(17%)(15%)(12%)(10%)

(28%)

(22%)

(36%)

(41%)
(38%)

(32%)

(21%)

(14%)

(8%)

(6%)(6%)

(8%)

(10%)

(12%)

(9%)

0

5,000

10,000

15,000

20,000

2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度

第2四半期

（億円）

人件費

燃料費

購入電力量

修繕費

減価償却費

その他13,429

16,429

17,975 18,416
18,650

16,494

7,815

電気事業営業費用構成（個別）電気事業営業費用構成（個別）

7,81516,49418,65018,41617,97516,42913,429費 用 計

2,3704,5534,0963,8303,6823,7053,844そ の 他

8801,6701,6471,7231,8012,0211,979減 価 償 却 費

5851,4441,2661,0311,4791,7601,759修 繕 費

2,1963,8683,7243,1492,6952,0601,370購 入 電 力 料

1,1233,6476,7847,5446,7975,2022,848燃 料 費

6591,3101,1311,1371,5181,6791,626人 件 費

(億円)

※ （ ）は各年度における構成比
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▲ 576

▲ 2,052

575

▲ 2,124

▲ 3,190

▲ 2,423

109

▲ 3,500

▲ 2,500

▲ 1,500

▲ 500

500

1,500

2,500

3,500

2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度
第2四半期

（億円）
営業活動によるキャッシュ・フロー

固定資産の取得による支出

フリーキャッシュフロー

フリーキャッシュフロー（連結）フリーキャッシュフロー（連結）

▲ 576109▲ 2,052▲ 2,423▲ 3,190▲ 2,124575フリーキャッシュフロー

▲ 1,547▲ 3,184▲ 2,939▲ 2,363▲ 1,839▲ 2,293▲ 2,437固定資産の取得による支出

9703,294887▲ 59▲ 1,3511693,013
営 業 活 動 に よ る

キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

(億円)
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総資産、有利子負債、純資産、Ｄ総資産、有利子負債、純資産、Ｄ//Ｅレシオ（個別）Ｅレシオ（個別）
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10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

2010年度末 2011年度末 2012年度末 2013年度末 2014年度末 2015年度末 2016年度
第2四半期末

（億円）

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

（倍）総資産 有利子負債

純資産 D/Eレシオ

6.57.89.88.76.53.12.0D/Eレシオ

4,5013,8513,2223,4144,2927,6679,675純 資 産

29,43930,20031,68229,83827,89023,60119,681有利子負債

42,31943,21443,90942,18042,01741,10938,908総 資 産

(億円、倍)
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純資産の推移（個別）純資産の推移（個別）

0
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9,000

10,000

2010年度末 2011年度末 2012年度末 2013年度末 2014年度末 2015年度末 2016年度

第2四半期末

(億円)

資本金＋

法定準備金

資本金等

その他利益
剰余金、
その他資本
剰余金等

1,015

4,389
純資産
4,292

3,277

純資産
7,667

純資産
9,675

6,397

136

純資産
3,414

▲5,173

▲54

純資産
3,222

574

純資産
3,851

自己資本
比率(％)

24.9 18.7 10.2 8.1 7.3 8.9 10.6

優先株式

1,000

1,224

純資産
4,501
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本資料には、将来の業績に関する記述が含まれております。こうした記述は将来の業績を
保証するものではなく、リスクと不確実性を内包するものです。将来の業績は、経営環境
に関する前提条件の変化などに伴い変化することにご留意下さい。

＜お問い合わせ先＞

九州電力株式会社 経営企画本部 ＩＲグループ

電 話 (092)726-1575

ＦＡＸ (092)733-1435

URL: http://www.kyuden.co.jp/ir_index


